


















年にドイツ資本のMETRO社、2002 年にフランス資本の BigC 社に出店許可をしたなど、2007 年の
WTO加盟を待つまでもなく、それ以前から外資系小売業の進出を認めていた。ところが、WTO加盟
をきっかけに、2007 年以降は進出認可の規制が大きく緩和され、進出件数が増えた。LSA社の調査に
















GDP の推移をみると、図表 1に示されているように、2004 年～ 2013 年の 10 年間でベトナムの GDP











人口ピラミッドを見てみると、20 代～ 50 代までの人口層、つまり購買力の高い人口層が多く、また










































2000年GPD（左軸） 165.0 122.7 93.8 95.8 81.0 33.6 3.7 1.7
2012年GDP（左軸） 876.7 366.0 305.0 286.9 250.2 155.8 14.1 9.4






































































2000年人口 208.9 77.7 77.6 62.3 51.9 23.4 12.2 5.4 4.0

































ていることが明らかだ。2012 年現在では、この比率が約 14％（1240 万人）程度だったが、5~6 年後の
2020 年には約 2.5 倍の 34％（3287 万人）になると予測されている。
　但し，「中間・富裕層」の定義にはさまざまな基準があるようなので、ここでは代表的な諸基準につ
いて説明する。日本の経済産業省が『通商白書』で各国の中間・富裕層の収入の基準を出しており、
それによると、ベトナムの場合は「家計年収が 3万 5000 米ドル以上」を「富裕層」、「家計年収が 5000
米ドル～ 3万 5000 米ドル以下」が「中間層」であると定義している。しかしこれでは中間層の幅が大
きく、消費市場を考えるときにあまり役に立たないため、みずほ総研がさらに小分けして「家計年収




ベトナムの富裕層は 260 万人、「中間層」は「世帯月収が 7万 2000 円～ 14 万円まで」で現在 980 万人、






















































































飲食用 その他の生活用 その他の支出 
11 
Ⅱ ベトナム消費者   2/9 
図表8：一人当たりの月次支出構成の推移（2002-2010） 
出所：統計局データから計算 




















出所：BCG CCI (Center for Consumer and Customer Insight) models, BCG分析 
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Ⅰ 基礎データ   6/6 
図表6：BCGによる中間・富裕層の定義と推測 
専修大学　アジア産業研究センター年報　第１号 51




うになった。例えば、図表 10 と 11 での TNS社の調査をみると、様々な支出項目における「今年は前
年度と比べてどのように支出するか」という質問に対して、「支出を抑える」「同じ程度で支出する」
「より多く支出する」などの中で、ほとんどの項目において 2012 年も 2013 年も「同じ程度で支出する」




消費者が安心して消費生活を送っているかを指数化した調査がある。図表 12 は 2006 年第 3 四半期か
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なっている」と答えた人より多いようだ。また、図表 16 と図表 17 にあるように、来年の自分自身や
国全体の経済状態についての質問に対しても、「良くなっている」や「良くなる」という前向きな見方










































































毎年発表されているが、2007 年のWTO加盟後にはベトナムが魅力的な市場（2007 年は 4位）として
世界で注目されはじめ、2008 年（1位）、2009 年（6位）と高い位置を獲得していた。ところが、2011
年からはその位置が下落し、2011 年は 23 位、2012 年、2013 年とも上位 30 位のランキングにすら入っ
ていなかった。ベトナムの消費市場の魅力は、薄れていったと言わざるを得ない。
　もう少し踏み込んで見てみたいと思う。図表 23 は、小売業売上の 2000 年～ 2013 年までの 13 年間
の推移を企業形態別に表したもので、下からは国有企業・民間企業・外資企業の割合となっている。
この図を見ると、民間企業が小売市場を支配していることがわかる。外資系企業の進出が活発化して
いるが、売上の面では全体のまだ 2～ 3％程度に留まっている。2007 年以降は、外資系企業の進出規
制が大きく緩和されたにもかかわらず、外資系小売業者の売上増大が見られなかった。ところで、図
表 24 にあるように、2000 年からは外資も含めて小売業者の数が増えてはいるものの、全国の企業数ほ
ど増えていないので、全企業数における小売業者の構成率はずっと減ってきた。2012 年現在は、小売













































































Ⅲ ベトナム小売市場   1/12 
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
2013
推測 
外資 1.6 1.6 3.9 4.1 3.8 3.8 3.7 3.7 3.4 2.7 2.6 2.9 2.9 3.1
民間 80.6 81.7 79.9 80.2 81.2 83.3 83.6 85.6 86.8 84.2 83.2 84.5 85.8 86.7







































また、図表 26 にあるように、アジア諸国で人口 100 万人に当たり近代的な店舗は何店舗あるかという
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Ⅲ ベトナム小売市場   3/12 









答の 9割近くもあることや、図表 32 のネット通販サービスを提供している企業は１年間だけでも登録
社数も、会員数も倍以上に伸びていたり、注文数も 13 倍近く伸びていることから、この小売市場が拡
大していくのは確実だと言えるだろう。
　次は、耐久財市場を取り上げたいと思う。図表 33 は、2002 年～ 2012 年までの 10 年間の耐久財を保
有している世帯の割合の推移を示している。車・バイク・携帯電話・冷蔵庫・ビデオプレーヤー・カ
ラーテレビ・音楽プレーヤー・パソコン・クーラー・洗濯機・給湯器などについて調査されているが、






















2012 87 36 NA 1,2 
2013 90 36 57 2,2 

















インドネシア （人口2億5000万人） 1,79 
マレーシア （人口3000万人） 0,90 




出所：ニールセン社，”2013 pocket reference book: VIETNAM”, p.38  
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登録社数（社） 313 685 
会員数（名） 3.148.800 6.263.695 
注文数（回） 1.501.000 13.824.921 



































パソコン クーラー 洗濯機 給湯器 
2002 0,1   32,3   10,7   10,9   22,5   52,7   5,8   2,4   1,1   3,8   3,3   
2004 0,1   44,2   27,3   16,4   32,3   67,8   10,3   5,0   2,0   6,2   5,1   
2006 0,1   52,7   33,5   22,7   43,7   78,2   12,6   7,5   3,1   9,3   7,0   
2008 0,4   64,8   61,7   31,5   52,3   86,6   14,6   10,9   4,4   13,1   9,4   
2010 1,2   71,9   96,2   39,3   51,0   80,6   12,4   15,6   7,6   17,5   12,4   
2012 1,7   80,0   81,3   49,0   52,9   90,3   13,5   17,3   9,2   22,5   17,1   
   
出所：ベトナム統計局（『2012年世帯生活水準調査』） 
                
（単位：％） 
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Ⅲ ベトナム小売市場   9/12 
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これまでの10年 カラーテレビ 2008 87%
バイク 2010 72%
携帯電話 2010 96%












Ⅲ ベトナム小売市場   12/12 
出所：文部科学省，『昭和55年技術科学白書』 29 














　一方、「課題」については、第一に人口構成において 5～ 7年後は「下位中間層」（家計月収が 5000
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  質疑応答
（質問者Ａ）　小売のところでWTO加盟後に外資が 100％自由になったのに、２～３％しか占めていな
いのは２店舗目の出店規制が大きいのではないかということだが、先生の判断で、外資がいまの
ような状況の中でモダントレードがどれだけ伸びるのか、あるいは外資の規制が緩和されるのか、
そこが結局、外国から見てベトナムが投資としての魅力がないと判断されている最大のところで
はないかと思う。そのあたりを教えていただきたい。
（チン・トゥイ・フン）　本質を突いている質問だと思うが、外資が慎重姿勢を示しているのは、いま
言われたように規制が完全に緩和されておらず、特に店舗出店審査の基準が厳しいことがまず理
由として挙げられる。もう１つ、品目の規制もブレーキになっているのではないかと考えている。
データはないが、品目規制も大きな壁になっていると何社かの責任者が言っていることが新聞記
事にもなっていた。特に原産地の規制はないが、ベトナムが原産地である製品の割合も制限され
ている。
（質問者Ａ）　９月にビンズン省のイオンの１号店に行ってきた。今度、２号店が出る。あそこには米
も砂糖も売っている。しかもショッピングセンターとしてやっているので、イオンが各テナント
に入って、ほかにもいろいろ出ている。それも２号店を出すときには同じような進出規制、ある
いは品目規制も受けるのか。
（チン・トゥイ・フン）　受ける。
（質問者Ａ）　それをクリアしたので２号店が出せたということなのか。
（チン・トゥイ・フン）　そうだと思う。外資系企業の店舗は近代的で、高級製品を並べるような店舗
を出店したいと考えている企業が多いが、数字は正確ではないが、例えば外国製品を半分以上置
いてはいけないという規制が実際にはある。その規制と、外資系の小売業者がめざしている近代
的で、特に中間・富裕層向けの高価格・高級品を売るような店舗の実現との間には、販売してい
る品目の多少のギャップがあるのが事実だ。それも１つの障壁になっているのではないかと考え
ている。
　そこで最近よく見られるようになったのは、外資系企業が単独でベトナム市場に進出するので
はなく、既にある程度チェーン店を持っているベトナムの小売業と提携し、そのネットワークを
使い、法人資格もベトナム側の資格を使って進出を拡大していく傾向が増えている。法的な障壁
を回避するような動きが外資系企業の進出において見られる。
（質問者Ｂ）　何度かベトナムに行ったことがあるが、確かに先生が言っていたように、市場もあった
が個人経営の小売店が多かったというのは理解している。あのような個人経営の小売店が大量に
発達している業態では、卸売業が発達していないと成立しないと思うが、ベトナムの卸売業はど
のような構造になっているのか。今後、発展してきそうな大規模小売店が発展すると、卸売業と
いう形態はどのように変化してくるのか、そのあたりについて先生の考えを教えてもらいたい。
（チン・トゥイ・フン）　卸売業については、今回は詳しく調べてこなかったが、チャネルの階層とし
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てはメーカーから卸業、場合によっては第一次、第二次の卸業を通して小売、そして消費者にと
いうルートにはなっている。卸業の業態構造については、次回にさせてもらいたいが、その関連
で最近見られている動きとしては、こういった個人経営の小売店も卸業からの仕入れを止め、直
接メーカーから仕入れる動きが強くなってきている。そこから考えられることは、メーカー自体も、
卸業も自分の業種として展開し始めているところが多くなってきているのではないかと思う。
（質問者Ｂ）　そうなってくると、メーカーの品目しか販売できないような店舗ばかり増えてしまうの
ではないだろうか。すべての品目を揃えている多業種展開のメーカーであればいいが、そうでな
ければ展開に無理があるのではないか。
　もう１つの質問は先ほどの大規模な店舗であればメーカーとの取引が直接になってくるのか。
例えば日系であればイオンなどは卸を入れずに、直接メーカーと取引をしているのでしょうか。
（チン・トゥイ・フン）　そうだと思う。大型店舗の場合は直接メーカーから仕入れる傾向が強くなっ
ているように思う。
